事　務　執　行　概　要
総務・金融グループ
１　総務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内職員の諸給与、課の物品の購入管理事務、課業務の連絡調整等の事項を行い事務業務の適切な執行に努めた。

２　農林漁業近代化資金融資促進事業について

　農林漁業者等の経営の近代化に必要な長期かつ低利な資金の融通を円滑にするため、本資金を貸し付ける融資機関に対し利子補給を行った。
また、平成30年台風21号の被災者へ被災施設等の復旧・再建に係る費用や経営再開までの運転資金を無利子で貸し付けた融資機関に対し、利子補給を行った。
加えて、中核的漁業者の収益向上に必要となる漁船等を国から2分の１補助を受け、一旦リース事業者（大阪府漁業協同組合連合会）が取得し、当該漁業者にリースする取組において、リース事業者の自己負担分の借入に対し、利子補給を行った。
　
農林漁業近代化資金利子補給実績　　1,811,143　円
（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	平成29年度
	予算額
	0
	0
	0
	2,566
	2,566

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,757
	1,757

	平成30年度
	予算額
	0
	0
	0
	3,329
（9,586）
	3,329
　（9,586）

	
	決算額
	0
	0
	0
	　1,927
（0）

	1,927
（0）

	令和元年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	3,200
（13,858）
	3,200

（13,858）

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,807
（5）
	1,807
（5）


※（　）は、被災農業者無利子融資事業利子補給金（外数）
　
実績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（円）

	資　金　別
	年  度
	利子補給承認額
	利子補給交付額

	
	
	件数
	金額
	組合数
	金額

	農業近代化資金
	H29　２９
	0

	0

	4
	453,288

	
	H30
	1
	0
（900,000）
	3
	339,791
（81）

	
	R1
	2
	15,378,451
（2,000,000）
	3
	287,237
(4,646)

	漁業近代化資金
	H29

	5

	112,786,000
	11
	1,302,917

	
	H30
	5
	38,674,000
	11
	1,587,140

	
	R1
	1
	30,800,000
	11
	1,519,260

	計
	H29

	5
	112,786,000
	15
	1,756,205

	
	H30
	6
	38,674,000
（900,000）
	14
	1,926,931
（81）

	
	R1
	3
	46,178,451

（2,000,000）
	14
	1,806,497

(4,646)


　※（　）は、被災農業者無利子融資事業分（外数）
根拠法令等：農業近代化資金融通法、大阪府農業近代化資金融通措置要綱

　　　　　　　　　漁業近代化資金融通法、大阪府漁業近代化資金融通措置要綱

３　農業経営基盤強化資金利子助成事業について

　効率的かつ安定的な農業経営を育成するため、農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者を貸付対象とした長期資金として、日本政策金融公庫から借入れる本資金について、借入農業者の利子負担を軽減するため、平成23年度までに利子助成補助承認を行ったものを対象に、同資金の利子の一部を助成する市町村に対して、その2分の1を補助金として交付した。

農業経営基盤強化資金利子助成実績　　　52,494　円

（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	平成29年度
	予算額
	0
	0
	0
	187
	187

	
	決算額
	0
	0
	0
	137
	137

	平成30年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	131
	131

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	89
	89

	令和元年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	97
	97

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	53
	53


　実績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　（円）

	補助金名
	年  度
	交付市町村数
	利子助成補助金

	農業経営基盤強化資金
利子助成補助金
	平成29年度
	8
	　136,348

	
	平成30年度
	7
	89,013

	
	令和元年度
	2
	52,494


　　　
根拠法令等：農業経営改善関係資金基本要綱

　　　　　　　　　農業経営基盤強化資金実施要綱

　　　　　　　　　大阪府農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）利子助成補助金交付要綱

４　林業・木材産業改善資金貸付事業について

　林業従事者等が林業経営若しくは木材産業経営の改善等を目的として、新たな林業部門の経営の開始、新たな木材産業部門の経営の開始、林産物の新たな生産・販売方式の導入、林業労働に係る安全衛生施設等の導入、林業労働に従事する者の福利厚生施設を導入するために必要な本資金の貸付けを行うとともに、償還時期の到来した貸付金の収入及び債権の管理を行った。

林業・木材産業改善資金貸付実績　　　なし
（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	平成29年度
	予算額
	0
	0
	16,000
	0
	16,000

	
	決算額
	0
	0
	　15,000　　
	0
	　15,000　

	平成30年度
	予算額
	0
	0
	16,000
	0
	16,000

	
	決算額
	0
	0
	　0　　
	0
	　0　

	令和元年度
	予算額
	0
	0
	16,000
	0
	16,000

	
	決算額
	0
	0
	　0　　
	0
	　0　


　　　その他（特定財源）：前年度繰越金・貸付金償還金

根拠法令：林業・木材産業改善資金助成法、大阪府林業・木材産業改善資金貸付規則

５　沿岸漁業改善資金貸付事業について

　沿岸漁業従事者が漁業の経営若しくは操業状態の改善を図ることを目的として、自主的に新技術若しくは漁労の安全確保のための施設を導入するために必要な資金又は青年漁業者等が近代的な沿岸漁業の経営の基礎を形成するために必要な本資金の貸付けを行うとともに、償還時期の到来した貸付金の収入及び滞納を含む債権の管理を行った。

沿岸漁業改善資金貸付実績　　　15,000,000円（ ３件）

（千円）

	年    度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	平成29年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	　　16,500　
	0
	16,500　

	平成30年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	3,600　
	0
	3,600　

	令和元年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	15,000　
	0
	15,000　


　　　その他（特定財源）：前年度繰越金・貸付金償還金

根拠法令等：沿岸漁業改善資金助成法、大阪府沿岸漁業改善資金貸付規則
６　土地改良区検査業務について

土地改良法に基づき、府内土地改良区の定期検査等を実施した。

	検　査　年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	検査実施改良区数
	25
	25
	23


根拠法令等：土地改良法第１３２条第１項

大阪府土地改良区等検査実施要領

７　部の会計事務の指導について

部内における会計事務の適正な執行を図るため、会計事務研修を実施した。

○会計事務担当者研修
　　　　　　　　　対　　象　 　    部内（本庁・出先）職員
開催回数　　                     　１回　　　　　　　
出 席 者　       　              ３４名

契約検査グループ
１　建設工事等の入札・契約事務について

　　環境農林水産部における建設工事等の入札・契約事務の適正な執行を図るため、大阪府入札･契約制度改善検討委員会（建設工事等部会、物品・委託役務部会）に参画するとともに、入札契約や技術基準について要領・運用等の整備を行い、部内発注機関への周知を行った。

部の契約実績（一般競争入札）

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	建設工事
	６１
	６０
	７４

	測量・建設コンサルタント等業務
	７７
	７２
	９２

	委託役務（森林整備）
	２７
	２１
	２６


２　府営事業の設計・積算の統一、基準等の指導及び設計審査について

(1) 農政室及びみどり推進室所管の府営事業（府が事業主体となり実施する事業）の工事・業務について、適正な設計・積算の遂行及び適切な設計図書の作成により、公平公正な入札の執行を図るため、「環境農林水産部建設工事等設計審査に関する取扱要領」に基づき設計審査を行った。

◇設計審査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	事　　　業　　　名
	地　　　区　　　数
	備　　考

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度
	

	農空間整備事業
	１２
	１３
	１６
	農　政　室

	ため池整備事業
	８
	９
	９
	

	ため池耐震性調査・診断事業
	１５
	１６
	１７
	

	用排水施設等整備事業
	５
	１１
	１６
	

	その他
	１
	１０
	１１
	

	計
	４１
	５９
	６９
	

	治山事業
	３４
	３１
	４４
	みどり推進室

	自然公園事業
	７
	１９
	１０
	

	森林防災事業
	３０
	２３
	２９
	

	計
	７１
	７３
	８３
	

	合　　　　計
	１１２
	１３２
	１５２
	


(2)統一資材単価等作成のため、資材価格の調査委託を実施した。また、農業農村整備事業標準積算システムの運用・管理のため、保守点検業務の委託を実施した。

① 建設資材価格調査業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件

② 農業農村整備事業標準積算システム大阪府補助版改良業務　　　１件

(3)府営事業の工事・業務の設計・積算の統一を図るため、積算基準・労務資材単価等を整備し、これに基づく指導を行った。また、部内技術職員（農業工学職・林学職）で構成する技術問題検討委員会にて、技術上の諸課題等について検討・啓発を行った。

① 積算基準

・農林水産省制定の土地改良事業等請負工事の価格積算要綱・要領に準拠し整備した。

・林野庁制定の森林整備保全整備事業積算要領に準拠し整備した。

② 労務資材単価

・労務資材単価表を作成した。

③ 積算システム

・農業農村整備事業補助版標準積算システムの運用・管理を行った。

　　・治山事業積算システムの運用・管理を行った。

　④ 技術問題検討委員会

・「工事監督の手引」の部分改訂を行った。(積算施工OA部会)

　　・治山事業等における森林整備業務検査要領等の見直しについて検討を行った。(森林土木部会)

　　・技術力等向上に関する研修を実施した。(研修部会：事項(4)参照)

(4)技術力等向上に関する研修の実施

環境農林水産部所属の部内技術職員（農業工学職・林学職）を対象として、より一層の技術力等の向上を図るため、技術研修を実施した。

① 農業農村整備事業の実施の流れ（農業土木）

② 設計・積算業務について（農業土木）

③ 契約事務について（農業土木）

④ 監督業務（施工管理）について（農業土木）

⑤ 検査について（農業土木）
⑥ 現場研修（ため池・ほ場整備）（農業土木）

⑦ ため池設計について（農業土木）
⑧ 治山技術基礎研修【測量・計画決定等の基礎技術の取得】（森林土木）

⑨ 治山技術基礎研修【作図等の基礎技術の取得】（森林土木）

⑩ 治山技術研修【契約事務・積算システム研修】（森林土木）

３　部検査業務について

(1)「大阪府財務規則」及び「大阪府総務部契約局建設工事検査要領」等に基づき、農政室及びみどり推進室所管を中心とする府営事業について、契約局からの指定検査※を行った。

　　　　　　　※直接検査：契約局長がその所属職員を指定して行う検査

　　　　　　　　指定検査：契約局長がその所属職員以外の職員を指定して行う検査

また、「環境農林水産部建設工事等検査業務に関する取扱要領」に基づき、森林整備事業（府営）の検査及び建設工事等に係る市町村等補助事業の補助金検査のうち技術にかかる検査を行った。

◇ 令和元年度 検査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	区　分
所　管
	府　営　事　業
	補　助

事　業


	合　計

	
	契約局
	その他
(森林整備等)
	計
	
	

	
	建設工事
２５０万円超
	業務委託
１００万円超
	
	
	
	

	北部農と緑の
総合事務所
	（２３）
１６
	（１９）
１８
	（１８）
１８
	（６０）
５２
	（１３９）
２７
	（１９９）
７９

	中部農と緑の
総合事務所
	（１５）
１４
	（１５）
１５
	（３）
３
	（３３）
３２
	（１１）
７
	（４４）
３９

	南河内農と緑の総合事務所
	（１８）
１４
	（２４）
２４
	（７）
７
	（４９）
４５
	（２３）
１７
	（７２）
６２

	泉州農と緑の
総合事務所
	（２９）
２８
	（２７）
２７
	（５）
５
	（６１）
６０
	（３６）
３１
	（９７）
９１

	農　政　室
	（３）
３
	（５）
５
	－
－
	（８）
８
	（６）
－
	（１４）
８

	みどり推進室
	－
－
	（３）
３
	－
－
	（３）
３
	－
－
	（３）
３

	循環型
社会推進室
	（２）
２
	（１）
１
	－
－
	（３）
３
	－
－
	（３）
３

	水　産　課
	－
－
	（１）
１
	－
－
	（１）
１
	－
－
	（１）
１

	動物愛護畜産課
	－
－
	（１）
１
	－
－
	（１）
１
	－
－
	（１）
１

	合　　計
	（９０）
７７
	（９６）
９５
	（３３）
３３
	（２１９）
２０５
	（２１５）
８２
	（４３４）
２８７


※ 上段（　）は、検査対象の全件数。下段は、契約検査グループが検査を実施した件数で内数。
【参考】過年度の検査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件)

	　　　　　　　区　分
年　度
	府営事業
	補助事業
	合　計

	平成２８年度
	（１７７）

１６２
	（１１３）

４９
	（２９０）

２１１

	平成２９年度
	（１８５）
１７９
	（７３）
６５
	（２５８）
２４４

	平成３０年度
	（１８５）
１８２
	（９２）
６９
	（２７７）
２５１


団体指導グループ
１　農業協同組合等の指導について

農業協同組合及び農事組合法人の健全な運営を期するため、組合に対し、調査の実施やヒアリングにより継続的に情報の収集・分析を行うとともに、定款等の変更の認可や各種届出を受理した。

(１)認可・承認
① 農業協同組合の定款の変更認可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合

② 農業協同組合の信用事業規程の変更承認　　　　　　　　　            １４ 組　合
（２）届出

① 農事組合法人の定款変更の届出          　　　　　　　　　　　　　　　１法　人
② 農事組合法人の解散届　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１法　人

根拠法令等        農業協同組合法　　　

大阪府農業協同組合法施行細則

(３)農業協同組合への調査の実施
　 　① 農業協同組合一斉調査

今後における農業協同組合の監督指導に資するため、組合の組織、財務及び事業等について調査を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　１４組　合

② 信用事業を行う農業協同組合の経営概要調査
　　　農協の業務の健全性や適正性に係る問題を早期に発見し、改善に向けた指導に資するため、　決算状況、自己改革の方針・取組状況等について調査を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合

(４)法令等に基づく報告

① バーゼルⅡを踏まえた早期警戒制度に係る農業協同組合に関するデータの報告

     　                                                                    １４ 組　合

② 中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律の期限到来後の

報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 １４ 組　合
③ 取引実態、マネー・ロンダリング及びテロ資金供与対策の実施状況に関する報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４ 組　合
(５)指導等

農協経営の健全化等に資することを目的に、経営状況を確認するとともに問題の解決を図るための調査・指導等を行った。
2 農業協同組合オフサイトモニタリング                　　　　　　      １４ 組　合

　　 ②不祥事件等が発生した農協に対する個別ヒアリング　　　　　　　　　　　  ３ 組　合
(６)人権問題啓発推進事業

農業協同組合等の人権啓発推進担当者及び役職員等を対象として、人権問題に関する研修会を開催した。

	年度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	開催回数
	４回
	４回
	４回

	出席者数
	367名
	373名
	355名


(７) 農業協同組合等代表者会議の開催

農業協同組合運営の諸問題に関する共通理解を図るため、農協の役員を対象に同会議を開催した。　 

	年度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	出席者数
	56名
	63名
	57名


２　農業共済組合の指導について

 　 農業共済組合の事業及び運営の指導を行い、農業保険事業推進の適正化を図った。

(１)許認可等

　① 定款の変更認可　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　 １ 件

② 事業規程の変更認可　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　 ２ 件

③ 事務費の賦課承認　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　 １ 件

　　 　　農業共済組合の組合員に対する事務費賦課額について承認した。

根拠法令等       農業保険法　　　

農業保険法施行令

（２）常例検査

農業共済組合に対し、常例検査を実施した。

検査の結果については、検査書を交付し、事業の適正健全な運営の確保に努めた。

根拠法令等      農業保険法

大阪府農業共済組合検査規則

団体検査グループ
１　農業協同組合の検査について

　　府内の信用及び共済事業を行う農業協同組合に対し、農業協同組合法第94条第4項に基づく常例検査を実施した。

検査の結果については、役員等に対する講評を行うとともに、検査書の交付を行った。

	年度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	検査対象組合数
	14
	14
	14

	検査実施組合数
	7(129店舗)
	7(94店舗)
	14(223店舗)


　根拠法令等：農業協同組合法

 大阪府農業協同組合検査補助業務委託費

（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	平成29年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	3,750
	3,750

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,024
	3,024

	平成30年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	3,746
	3,746

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,695
	2,695

	令和元年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	3,740
	3,740

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,398
	2,398
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